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新型コロナ関連



新型コロナのグラフ



•新型コロナ感染者は
低下してきている

•必要のなくなったﾜｸﾁ
ﾝは期限問題で廃棄

•その数2億4千万回分

•費用は6653億円

•9.3億万回＞4.4億回

•2.7億回分は海外へ

•日本がﾜｸﾁﾝ開発に
遅れを取った

コロナワクチン廃棄2億4千万回分 厚労省「無駄と
は考えていない」

厚生労働省は15日の衆院決算行政監視委員会で、廃棄される新型
コロナウイルスワクチンが約2億4千万回分になると明らかにした。
廃棄分は概算で約6653億円に上る。
新型コロナのワクチンは、3月末で全額公費負担の臨時接種が

終わった。終了に伴い、厚労省は、有効期限の前であっても4月
以降、速やかにワクチンを廃棄するよう自治体に求めていた。
厚労省によると、ワクチン購入の契約量は約9億2840万回分。

3月末時点の総接種回数は4億3619万回になるため、海外に供給
した分などを除く、約2億4415万回分が廃棄の対象になるという。
ワクチン1回分の単価は契約上、明らかにしていないが、購入

予算を契約数で割ると単価は2725円となり、廃棄分は概算で約
6653億円になる。
衆院決算行政監視委員会で、厚労省の担当者は「その時々の状

況によって必要なワクチンを購入した。無駄とは考えていない」
と説明した。一方、武見敬三厚労相は、日本ではmRNAワクチン
の研究基盤が育っておらず、海外製品の確保に奔走せざるを得な
かったことに言及。「金をかけても作れなかったという、もっと
悲惨な状態にあった」と述べた。



イランがイスラエルを攻撃
先ほどイスラエル軍がイランにミサイル攻撃を行っ
たという報道がありました。標的は核施設かもとい
われましたがイラン側の発表ではそれ以外の軍施
設だったということです。
このスライドを作った時の内容を越えたものになっ
てしまいました。今後の情勢は予断を許さないもの
になってしまいました。



•イランが大量のﾐｻｲﾙ
とﾄﾞﾛｰﾝによる攻撃を
行う

•今回は発射したこと
を事前に発表

•ｲｽﾗｴﾙとｱﾒﾘｶはこれ
らを迎撃して99%は撃
ち落とす

•一部が着弾し一人が
けがをしたという

イラン イスラエルに無人機やミサイルで大規模攻撃

イランは、イスラエルに向けて多数の無人機やミサイルによる
大規模な攻撃に踏み切り、4月1日にシリアにあるイラン大使館
が攻撃を受けたことへの報復だとしています。イスラエル軍は
300以上の無人機やミサイルが発射され、ほとんどを迎撃したと
していて、今後、イスラエルがどのような対応に出るのかが焦
点となります。
一方、今回の事態を受けて、外務省はイランへの渡航を中止す
るよう求める注意喚起を出しました。
イランの国営メディアは、革命防衛隊がイスラエルに向けて複
数の無人機を発射したほか、イスラエル各地やイスラエルが占
領するゴラン高原にミサイルが発射されたと伝えました。今月4
月1日にシリアにあるイラン大使館が、イスラエルによるとみら
れる攻撃を受け、軍事精鋭部隊の革命防衛隊の司令官らが殺害
されたことへの報復だとしています。イランからイスラエルの
領土に向けた直接の攻撃は初めてとみられます。
一方、イスラエル軍は、イランが自国の領土からイスラエルに
向けて複数の無人機を発射したと現地時間13日午後11時すぎ、
発表しました。
これを受けてイスラエルのネタニヤフ首相は「防衛システムが
配備されていてどのようなシナリオにも準備ができている。わ
れわれを攻撃する者は誰であろうと攻撃し返す」とする声明を
出しました。



•ｲｽﾗｴﾙが設置
したｱｲｱﾝﾄﾞｰﾑ

•主要都市への
攻撃を迎撃す
るｼｽﾃﾑ

•2011年頃から
実用化

•80%の阻止率

•今回はかなり
高い阻止率

出典：読売新聞



出典：朝日新聞



•今回はﾖﾙﾀﾞﾝ、ｲｴﾒﾝからも発
射されたといわれている

•イランの革命防衛隊が支援し
ている組織があるから

•ﾖﾙﾀﾞﾝ ﾋｽﾞﾎﾞﾗ＞すでに衝突

•ｲｴﾒﾝ ﾌｰｼ派

•＞紅海航行中のｲｽﾗｴﾙ関連
の船を拿捕した

•今回の攻撃を受けてｱﾒﾘｶも
防衛活動を行った

出典：東京新聞



巡行ミサイル

▼ドローン

これらの武器はロシアに送られている
一部はロシア国内で生産されている

弾道ミサイル
ﾌｯﾀｰ2は極超音速



• 4月14日

•民間航空
機がｲｽﾗｴ
ﾙ・ｲﾗｸを避
けて飛ん
でいること
が分かる

出典
FlightAware



•ｱﾗﾌﾞ側のﾖﾙﾀﾞﾝがｲﾗﾝ
の無人機を迎撃

•自国の上空を飛行する
無人機を自衛のために
迎撃すると示唆していた

•ｲｽﾗｴﾙと早い段階で国
交正常化

•ｱﾒﾘｶ軍も駐留している

•どのようにﾊﾞﾗﾝｽをとる
か難しい判断の中での
行動

ｲﾗﾝ無人機を迎撃したヨルダン、「自衛のため」
強調 疑問の声も
イランによるイスラエル攻撃を巡り、ヨルダンの動きが
議論を呼んでいる。パレスチナ自治区ガザ地区での戦闘
を巡り、アラブ国家としてイスラエルに対する批判を強
めていたにもかかわらず、イランの無人機を領空で迎撃
し、イスラエルを支援する形となったためだ。ヨルダン
はイスラエルと中東戦争を戦った経緯があるだけに、イ
スラエルでは歓迎ムードが漂うが、イスラム圏の市民の
間には疑問を呈する声もあるようだ。
「ヨルダンはイランの無人機や航空機が領空に侵入すれ
ば、撃ち落とす用意がある」。ロイター通信などによる
と、イランが多数の無人機を発射したと報じられた直後
の13日夜、中東の治安関係者はこう語り、ヨルダン軍が
迎撃態勢を取っていることを明らかにした。
一方、イラン軍関係者は「ヨルダンの動きを注視して

いる。（イスラエルを防衛する）行動があれば、彼らが
次の標的になる」とけん制。だが、ヨルダンは領空を通
過したイランの無人機の一部を迎撃した。ヨルダンのサ
ファディ外相は14日、ヨルダンを標的にするとのイラン
側の発言が報じられたことを受け、イラン大使を呼び出
して抗議したという。



今回の攻撃のポイント
•4月1日 ｲｽﾗｴﾙはｼﾘｱのｲﾗﾝ大使館を爆撃

•ｲﾗﾝ革命防衛隊の精鋭部隊ｺｯｽﾞ部隊の司令官と副
官が死亡

•ｲﾗﾝ国内で国民が「ｲｽﾗｴﾙに報復を」とデモを行う

•ｱﾒﾘｶはｲﾗﾝに対して反撃をしないように圧力

•ｲﾗﾝ側は国内世論に応えるのとｱﾒﾘｶの忠告を考える

•全てを丸く収めるには予告して大規模攻撃を行う

•ｱﾒﾘｶはｲｽﾗｴﾙに対して再度報復しない様圧力



今後の展望
•イスラエル国内では報復を行うということに多くの賛
成者がいる ＞軍は報復攻撃の準備完了という

•もしここで反撃すると戦争は拡大してしまう

•国連安全保障理事会でも話題になる



今後の展望
•イスラエル国内では報復を行うということに多くの賛
成者がいる ＞軍は報復攻撃の準備完了という

•もしここで反撃すると戦争は拡大してしまう

•国連安全保障理事会でも話題になる

•東西冷戦が終わって世界が平和になると思った

•しかし、その期待は裏切られてしまった

•何時第三次世界大戦が始まってもおかしくない状況

アメリカは
反対している

核施設も標的



•昨日安保理でﾊﾟﾚｽ
ﾁﾅの国連加盟勧
告決議案評決

•ｱﾒﾘｶが拒否権

•ｱﾒﾘｶも二国家並立
を提唱していた

•二国家で解決する
のが前提

•国際社会の考え方
と離反している

パレスチナ国連加盟、安保理で否決 米が拒否権行使
国連 １８日 ロイター] - 国連安全保障理事会は１８日、パレスチ
ナの国連正式加盟を勧告する決議案を否決した。米国が拒否権を
行使した。
英国とスイスは棄権、残る１２カ国は賛成した。
米国のウッド国連次席大使は、イスラエルとパレスチナ国家が共
存する「２国家解決」を支持する米政府の立場を強調。拒否権行
使は「パレスチナ国家への反対ではなく、当事者間の直接交渉に
よってのみ実現可能という認識の表明だ」とした。
パレスチナ自治政府のアッバス議長は、米国の拒否権行使を「不
公正、非倫理的、不当」と非難。「パレスチナの正式加盟を強く
支持する国際社会の意思」に反するものだとした。
一方、イスラエルのカッツ外相は米国の拒否権行使を称賛。「恥
ずべき提案は否決された。テロに褒美は与えられない」と述べた。
パレスチナは２０１２年に国連から非加盟オブザーバー国家の資
格を付与され、事実上国家として承認されている。正式加盟には
安保理の承認を得た上で国連総会で３分の２以上の賛成が必要と
なる。
英国のウッドワード国連大使は安保理で「このようなパレスチナ
国家の承認は新たなプロセスの始まりに行うべきではない」との
見解を表明。「しかし、プロセスが終わるのを待つ必要もない。
われわれは足元のガザ危機を解決することから始めなくてはなら
ない」と訴えた。



我々の生活に影響が出る
•この状況から原油先物価格に影響が出る可能性も



WTI原油先物複合チャート

４月１日
シリア イラン大使館攻撃

出典：MINKABU



我々の生活に影響が出る
•この状況から原油先物価格に影響が出る可能性も
•政府の補助制度が何時まで続くか
•電気・ガスに関しては３月末に終了している
•ｳｸﾗｲﾅ問題と紅海ﾙｰﾄが使えないために世界的に物
資が不足している
•ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝの破綻が見えてきてる
•何でも安価に大量に得られる時代は終わりになる
•日本のように海外依存の高い国はその影響大
•それを見越した政治・経済の構築を考えているのか



偽広告による被害拡大



出典 警視庁組織犯罪
第二課



•森永さんのものはあ
まりにもひどいもの

•自分がガンになり最
後の願いとして価値
のあることを教えます

•巧妙化し続けるこの
ような詐欺を許すこと
は出来ません

•他の有名人も大きな
脅威になっている



•これはFacebook
のHPに掲載され
ているもの

•詐欺と思われれ
ば報告せよ

•詐欺と認められ
るものは削除

•しかしそれが十
分行われず



• Google map の機能の１つの口
コミ投稿に問題が

•誰でも書き込めるので実際とは
異なる書き込みを行いそれに
よる被害が生じている

• その為に売上が減少するなど

• ﾏｲｸﾛｿﾌﾄはこれに対策を

•不正確な内容や誤解を招く内
容を減らすよう努めています

•人間のオペレーターと機械を組
み合わせて、24時間体制で企
業プロフィールを保護し、不正
なレビューを削除しています

グーグルマップ“不当なクチコミ投稿”で都内の医師
が提訴
利用者の数が日本で最も多いとされるグーグルマップをめぐり、
地図上に表示される「クチコミ」に不当な内容が投稿されても
削除してもらえず利益が侵害されたなどとして都内の医師が
グーグルに対し損害賠償を求める訴えを起こす準備を進めてい
ることがわかりました。
グーグルマップには、表示される施設や場所などに「クチコ
ミ」として個人の感想を投稿したり、星の数で評価したりでき
る機能が搭載され、利用シーンが拡大しています。
都内のクリニックはこの「クチコミ」で「門前払いされた」と
いった事実と異なる内容の投稿や理由を書かずに最低評価をつ
けるなどの不当な投稿が繰り返されているということです。
グーグルに削除を依頼しても「裁判所の命令が必要だ」などと
して対応してもらえずクリニックの医師は運営に支障が出てい
るとして、損害賠償を求めて訴えを起こす方針を決めました。
代理人弁護士によりますと医療機関の場合、患者の希望と適切
な治療方法が異なるケースなどで不満を持たれることがあるも
のの守秘義務の関係からクチコミで反論することは現実的では
ないということで、裁判では削除要求への対応が不十分で利益
が侵害されていることや削除基準をより明確にすることなどを
主張するということです。

これについてグーグルは「様々な場所に関する信頼できる情報
を見つけやすくし、。」などとコメントしています。



何故このような問題が起きるのか
•どの時代にも詐欺事件はあった

•先進技術が開発されることにより簡単に詐欺ができ
るようになる

•オレオレ詐欺 ＞ 海外からも行える

•投資詐欺 ﾛﾏﾝｽ詐欺 ＞ SNSの一般化

•AIの登場で言葉の違いの壁もなくなる 映像も

•本人が何かやろうと思った時にその真偽判断は



死刑制度に一石



•死刑制度の存続問
題にもつながる今
回の裁判

•死刑は国際人権規
約の「残虐な刑罰」
にあたる

•死刑執行当日に知
らされることの是非

•ｱﾒﾘｶでは30日前に
告知される

引用：朝日新聞



•憲法第31条

•何人も、法律の定める手続によ
らなければ、その生命若しくは自
由を奪はれ、又はその他の刑罰
を科せられない

•これに違反するとして慰謝料
2200万円の支払いと執行に従う
義務なしと請求した裁判

• 2000年頃までは2日前ごろ

•家族との別れが出来ていた

•現在は１・２時間前

•死刑囚の心情安定のため

死刑執行の当日告知、憲法違反を主張した
死刑囚２人の請求退けられる…大阪地裁
死刑囚に当日まで死刑執行を告知しないのは憲法に違
反するとして、死刑囚２人が国に慰謝料など計２２０
０万円の支払いと、執行に従う義務のないことの確認
を求めた訴訟の判決が１５日、大阪地裁であった。横
田典子裁判長は、死刑囚側の請求を退けた。
大阪地裁
訴状などによると、死刑執行について、１９７０年

代頃までは数日前に告知されるケースがあったが、国
は、告知を受けた死刑囚が自殺したため、「心情の安
定を著しく害する」として、当日告知を徹底する運用
に変更した。告知に関する法令上の規定はなく、現在
は執行の１～２時間前に告知されているという。
死刑囚側は、当日の告知では裁判所に不服を申し立

てる機会がなく、「適正な手続きがなければ生命は奪
われないと定める憲法３１条に違反する」などと主張。
国側は、刑罰としての死刑は違憲ではなく、「死刑囚
が事前告知を求める権利はない」などと反論し、請求
を退けるよう求めていた。



出典：アムネシティ・インターナショナル 2023

2022年 死刑執行数



ミャンマー関連



ミャンマーの政変から３年
•2021年2月 国軍が選挙に不正があるとしてｸｰﾃﾞﾀｰ
を起こし、ｱｳﾝ・ｻﾝ・ｽｰ・ﾁｰ氏らを拘束

•公正な選挙の実施を約束 ＞現在でも実施されず

•今年１月 18歳以上の男女に徴兵を行うと発表

• ＞長引く内戦 ＞国軍から離脱する兵士の数

•国軍は選挙せず軍政を継続しようと見える

•若者はこの徴兵制を逃れるためタイを中心に脱出



ミャンマーの軍事政権の不安
•昨年10月以降国境周辺で反政府勢力の勢力拡大

•4月15日 東部の要衝ｶﾚﾝ州ﾐｬﾜﾃﾞｨの国軍基地を反
政府武装勢力が制圧 ＞国軍にとっては痛手

•ﾗｶｲﾝ州でも仏教徒系武装勢力激化

•経済特区ﾁｬｳﾋﾟｭｰと中国と結ぶ道路

でｲﾝﾄﾞ洋に抜ける経済回廊構想

•反武装勢力の動きの牽制か国境で

中国軍が実弾演習を実施＞雲南省

ﾐﾔﾜﾃﾞｨｰ

出典：朝日新聞



•2021年5月に起きたｸｰ
ﾃﾞﾀｰで拘束されたｱｳﾝｻ
ﾝ・ｽｰ・ﾁｰ氏が刑務所を
移動 ＞場所は不明

•健康問題を理由にして
いる

•国軍としては国内の世
論を沈静化させる目的
かも

ミャンマー民主化の指導者 スー・チー氏が刑務
所から移送 憶測広がる
軍事クーデター後に拘束されたミャンマー民主化の指導
者・アウン・サン・スー・チー氏が、収監先の刑務所から
移送されたことが分かりました。ただ、移送先などの詳細
は明らかになっておらず、様々な憶測が広がっています。
関係者によりますと、ミャンマーの首都ネピドーにある刑
務所で収監されているスー・チー氏は16日までに、外部に
移送されたということです。
イギリスのBBCビルマ語版は、軍の報道官の話として
「スー・チー氏だけでなく高齢の受刑者や医療が必要な受
刑者などを猛暑から保護するための措置だ」と伝えていま
す。
移送先などの詳細については明らかにされていません。
一部の現地メディアは、スー・チー氏の健康状態が悪化し
ているとしていますが、一方で、17日のミャンマー暦の新
年に合わせた恩赦との関連を指摘する見方もあり、憶測が
広がっています。
78歳になるスー・チー氏は、3年前のクーデター後に拘束
され、合わせて33年の刑期を言い渡されましたが、去年8
月の恩赦で刑期は27年に短縮されていました。



トランプ氏の裁判が始まる



•15日 ﾄﾗﾝﾌﾟ氏がﾆｭｰ
ﾖｰｸの裁判所に出廷

•刑事裁判で大統領経
験者初のケース

•約２か月で結審か

•現在陪審員の選定が
行われている

•この裁判をﾄﾗﾝﾌﾟ氏は
選挙戦に利用

•影響はどう出るか

トランプ氏、「口止め料」裁判の初公判に出廷－
暴挙かつ迫害と主張
トランプ前米大統領が、過去に不倫関係にあったとされるポル
ノ女優らに支払った口止め料に絡み業務記録を改ざんしたとさ
れる事件の初公判が15日、マンハッタンの裁判所で始まった。
出廷したトランプ氏は、この裁判は政治的な攻撃以外の何物で
もないと訴えた。
法廷に現れたトランプ氏はカメラの前に立ち、この刑事裁判は
暴挙であり迫害だと述べた。
この公判はフアン・マーチャン判事が担当し、６－８週間続く
見通し。12人の陪審員が有罪か無罪かを判断することになるが、
陪審員の選定には２週間以上かかる可能性がある。この事件を
巡っては、ニューヨーク州マンハッタン地区のブラッグ検事が
主導する形で同州の大陪審が昨年、トランプ氏を起訴した。
トランプ氏（77）はこれまで不正行為を否定しており、自身の
ホワイトハウスへの返り咲き阻止を狙った民主党による「魔女
狩り」の犠牲者だと主張している。
トランプ氏は法廷の外で報道陣に向かってゆっくりと進み、
「起訴されるべき事案ではなかった」と述べた。
トランプ氏は公判において毎回の出廷が求められており、選挙
運動における各地での遊説に影響が出そうだ。ただ同氏は、法
廷外でテレビカメラに向かって話すことは認められている。



•陪審員の決め方

•12人と補欠5人

•全員一致で裁定

•思想信条に偏りがな
いように調整する

•今回の裁判では先ず
7名が選出される

•ﾄﾗﾝﾌﾟ氏が威嚇のよう
な素振り＞裁判長が
注意したという

日本とは大違い！トランプ裁判の陪審員７人選任
思想的な偏りないか素性を詳細報道
米国の裁判は陪審員選びで結果が大きく変わってくる。有罪か無
罪かの評決に裁判官は加わらず、陪審員の全員一致を原則として
いる。そのため、陪審員選びは経歴や性格、ＳＮＳへの投稿など
が慎重にチェックされる。
トランプ被告側としては、民主党寄りのニューヨーク・タイム

ズなどしかチェックしていない人ではなく、トランプ被告に好感
を抱いている人などが選ばれて欲しいわけだ。検察側はその逆。
そして裁判官は公正を期すためニュートラルな人を選ぼうとする。
陪審員候補となった人に対し、弁護側が裁判官に除外を求める

こともあった。実際、過去にＳＮＳで「トランプを連れ出し、監
禁しろ」と書き込んだ人物について、裁判官は「この人物はトラ
ンプ氏を監禁してほしいという願望を表明した人物だ」として選
任しなかった。
弁護側が除外を求めた人物に対し、トランプ被告が身振り手振

りで何かをつぶやく一幕もあったが、裁判官は「私はこの法廷で
陪審員を脅迫させません」として選任した。
米メディアは陪審員の素性を詳細に報道。例えば、「陪審員番

号Ｂ４００は陪審員のリーダー。既婚者で販売業。前職はウエイ
ター。アイルランド出身。趣味はアウトドア。ニュースを得てい
るメディアは、デイリー・メール、ＦＯＸニュース、ニューヨー
ク・タイムズ、ＭＳＮＢＣ」と伝えている。



トランプ氏が抱えている刑事裁判
•現在裁判が行われようとしている裁判内容

•①不倫相手に口止め料を渡した

•②大統領選挙の集計にあたりジョウージア州で集計
作業に介入した

•③大統領選の敗北を認めず議会を攻撃することを指
示した

•④大統領退任後に返却しなければならない機密文
書を自宅に置き返却しなかった



①不倫相手に口止め料
•2016年 大統領選挙に向けて大事な時期なので不
倫をしていた相手に口止め料13万ﾄﾞﾙを支払った

•そもそも不倫などはなかった

•13万ドルは弁護士費用である

•それは弁護士費用と改ざんしたものである

•罪状は「公的文書の改ざん」

•これに関してはあまり大きな影響力はないだろう



②大統領選挙の集計に介入
•大統領選挙後の集計を行っている選挙管理委員会に
対して不正に票を操作しようとした

•ﾄﾗﾝﾌﾟ氏は自分が大勝したはずのにこうなったのは票
の操作が行われたからだ ＞票が不正に盗まれた

•ﾄﾗﾝﾌﾟ氏の通話記録も残っている

•選挙システムに不正にアクセスした ＞19人が起訴

•検察官の恋愛問題もあり審判がどうなるか？



③連邦議会を襲撃を指示した
•「選挙は不正だ」と主張し大統領就任手続きをする連
邦議会に支持者を送り込んだ

•支持者が議会に乱入した ＞国家転覆にもつながる

•あくまで不正選挙への抗議だったと正当化

•抗議運動を指示しただけ ＞あくまで平和的行動指示

•アメリカの民主主義の根幹を揺るがす犯罪である

•今回の裁判で一番注目されるものである



④機密文書持ち出し
•大統領退任後300にも及ぶ機密文書を持ち帰った

• ＞防衛などで問題がある文書も多数あった

•大統領退任時にすべての機密文書は公文書館に提
出しなければならない

•大統領権限で持ち出す権利がある

•文書の一部を支持者に閲覧させたり隠したりした

•自宅の監視カメラのデータも改ざん



トランプ氏を巡る裁判
•現在進行中の民事裁判もある

•この結審はそう先ではないだろう

•今回始まった刑事裁判は２か月先には結審

•残りの裁判はいつ開始できるか不明

•トランプ氏側は審理が長引くように動いている

•トランプ氏が大統領になれば権限で打ち切り

•現在進行中の裁判の結果が大統領選挙にどのよう
な影響を与えるか



トランプ氏の大統領選挙への影響は
•今回の裁判は大統領経験者が刑事事件で法廷に立
つという前代未聞のもの
•これが大統領選挙にどう影響するか
•①無党派層にとってﾏｲﾅｽ要因となり票がﾊﾞｲﾃﾞﾝ氏に
流れると見る
•②ﾄﾗﾝﾌﾟ氏の巧みな言動によって反民主党の考えを
醸成する
•国内では完全に二分され双方が持論を主張している
•「モシトラ」を考えることが多くなっている



ガザ情勢 収束は無理か



ガザの何が問題か

オレンジ色の薄い部分
がイスラエル
濃い部分がパレスチナ
人の居住地

1994年 パレスチナ自
治政府が誕生
将来独立国になるため
の組織

現在の最
高責任者
アッバス
議長

ヨルダン川西岸地区に住む
パレスチナ人には二種類
①エルサレムに住む
自由に移動でき外国に行く
ことも自由
②それ以外に住む
エルサレムに行くことは出来
ないがヨルダン経由で海外
に行くことは可能

ガザ地区に住むパレスチナ人
は海外に行くことは出来ない

西側はエジプトと接している



ガザの何が問題なのか
•同じｲｽﾗﾑ教徒であるﾊﾟﾚｽﾁﾅの人々をｴｼﾞﾌﾟﾄは検問
所を作って移動の自由を奪っている

•ここに宗教問題がある

•ガザのｲｽﾗﾑ教 ﾊﾏｽ＞ｲｽﾗﾑ原理主義

•政治 経済 文化 教育 家庭生活全てｲｽﾗﾑの教え

•ｴｼﾞﾌﾟﾄのｲｽﾗﾑ教 ＞世俗主義的性格を持つ

•ﾊﾏｽを受け入れると国内が混乱してしまう

•国境を閉鎖し移動の自由を与えていない



•ヨルダン川西岸地域にも
問題がある
•ﾊﾟﾚｽﾁﾅ人が自治出来て
いる部分が地図の橙の所
•黄緑色の部分はｲｽﾗｴﾙに
よって支配されている所
•昨年の10月以降約600人
のﾊﾟﾚｽﾁﾅ人がｲｽﾗｴﾙ軍
によって殺害されている
•更にｲｽﾗｴﾙ人の入植地が
拡大している

出典：東京新聞
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